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社⻑の森田です。

本日はお忙しい中､上期決算説明会にご出席いただき、ありがとうございます｡

本日15︓00 に発表した､決算の内容についてご説明致します｡



本日の説明会のAgendaです。

2



3



2023年3月期上期業績についてご説明します、B、C、D欄をご覧ください。
連結売上収益1,347億円、対前年同期+39億円で＋3％の増収となりました。

売上総利益は、
売上総利益率が対前年同期+0.6％改善し、22.6%、
増収効果とあわせ、対前年同期+17億円増益の304億円となりました。
販管費は、＋17億円増の165億円となりました。
結果、営業利益はほぼ前年並みの140億円となりました。

対⾒通しについてご説明します。F欄をご覧ください。

売上収益は、93億円のマイナスとなりました。
公共公益で、官公庁向け大規模案件のプロダクト販売が、
下期に期ずれた影響が40億円ありました。詳細は後ほどご説明します。

売上総利益は、
売上総利益率が対⾒通しで+1.1％改善し、売上のマイナスを補った結果6億円のマイナス
です。
プロタクト販売の期ずれを考慮しますと、売上総利益は、ほぼ会社計画通りでした。
販管費は⾒通し通りです。

結果、営業利益は、⾒通しに対して5億円のマイナスとなりました。 4



上期の四半期別の業績です。

第2四半期についてご説明いたします。E、H欄をご覧下さい。
連結売上収益は696億円、対前年同期⽐+43億円となりました。

売上総利益は
売上総利益率が22.5%と、対前年同期+1.2％改善し、
増収効果とあわせ、対前年同期+17億円増益の157億円となりました。

販管費は、＋10億円増の82億円となりました。

結果、営業利益は対前年同期＋7億円の75億円となりました。
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続いて、売上収益を、サービス・顧客業種別にご説明いたします。C欄、E欄をご覧ください。
対前年では、
業務ソリューションは、718億円で、前年並みとなりました。内訳は、
・産業・流通・サービスは、プラットフォーマー向けが好調で
+25億円の増収となりました。

・⾦融は、昨年度の規制対応案件やプロダクト販売の反動減により、
-28億円の減収となりました。

・公共公益他は、昨年度の上期は案件が集中し、今期はその反動減があったものの、
官公庁向け大型案件により+3億円の増収となりました。

サービスソリューションは、462億円で、+25億円の増収です。内訳は、
・ITインフラは＋13億円、
・鉄鋼は、+11億円の増収となりました。

対⾒通しは、I欄をご覧ください。
・産業・流通サービスでは、プロダクト販売が積み上がらなかったものの、
システム開発が好調で、⾒通し通りの着地となりました。
・⾦融は、プロダクト販売が積みあがらず－11億円、
・公共公益他で、官公庁向け大型案件が、下期に期ズレした影響40億円があり－66億円、
・ITインフラも、プロダクト販売が積みあがらず－11億円
・鉄鋼と⼦会社は、ほぼ会社⾒通し通りです。
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続いて、受注高・受注残高を、サービス・顧客業種別にご説明いたします。

受注高は、1568億円で、＋253億円の増です。内訳は、
・産業・流通・サービスは、 +13億円の増となりました。
プラットフォーマー向けが好調に推移しました。

・⾦融は、プロダクト及び規制対応案件の反動減で、-21億円の減となりました。
・公共公益他は、
官公庁向けの大型案件の受注で +200億円の増となりました。

・ITインフラは、 クラウドソリューションなどで+8億円の増となりました。
・鉄鋼は、＋29億円の増です。

受注残高は、1459億円で、＋227億円の増です。
内訳は、
・産業・流通・サービス、及び⾦融は、 ほぼ横ばいです。
・公共公益他は、官公庁向け大型案件の受注が寄与して+90億円の増、
・ITインフラは、+68億円の増、
・鉄鋼は、＋36億円の増です。

上期末受注残のうちから、下期の売上収益の６割を売り上げる⾒通しです。
下期受注・下期売上は前年同⽔準の⾒通しです。



連結営業利益の対前年度分析を、ご説明いたします。

売上総利益は、
増収による売上総利益額の増が+9億円、
売上総利益率は、昨年度に高利益率だった⾦融規制対応案件の反動減があったものの
、
付加価値重視のオペレーションや案件構成影響等があり、+0.6％改善し、+8億円。
この結果、売上総利益は＋17億円です。

販管費は、
DX加速投資、事業基盤強化投資などで+17億円の増です。
内訳は、
営業⼒強化で+4億円、研究開発費で+２億円、
採用・教育で+5億円、社内基盤整備他で+5億円です。

これに、その他損益等の減-1億円があり、
これらの結果､営業利益はほぼ前年並みの140億円です。
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次に、2023年3月期の業績⾒通しをご説明いたします。
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経営環境及びサービス顧客業種別の市場認識です。

経営環境は、IT投資を含め持ち直しが期待されるものの
海外景気の下振れがわが国の景気を下押しするリスクなどに注視が必要と考えております。

サービス・顧客業種別には、
産業・流通・サービスは、プラットフォーマー（ネットサービス、EC）の
サービス強化のIT投資が活発です。

⾦融は、⾦融機関⾃⾝のDXによる新たなビジネスモデル確⽴、異業種による⾦融サービス提供
の加速を期待しています。

公共公益他は、⾏政サービスや社会のデジタル化の進展によるITニーズが高まっています。

ITインフラは、クラウドソリューションニーズが引き続き強く、
また、デジタル、セキュリティ領域が活況です。

鉄鋼は、日本製鉄グループのDX対応は引き続き堅調です。
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次に、 年度の業績⾒通しについてです。
上期は、これまでご説明した通りです。

下期については E、H欄をご覧ください。
売上収益は1,553億円と、対前年で＋158億円の増、
売上総利益は+29億円増の346億円、
売上総利益率は、対前年－0.4％です。
但し、昨年度下期の⼀過性のコスト減と、
官公庁向け大規模案件影響を除くと対前年⽐+0.7％です。
上期同様に付加価値重視のオペレーションなどを通じて収益⼒を向上させてまいります。

販管費は＋23億円増の175億円、
その他損益の改善が+7億円、
営業利益は＋13億円増の170億円といたします

年度は、F欄、I欄をご覧ください。
売上収益は、2,900億円と、対前年で197億円の増、
売上総利益は+46億円増の650億円、売上総利益率は対前年+0.1％です。
営業利益は、+11億円増の310億円です。
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次に、年度の業績⾒通しについて、対前回⾒通しでご説明します。
上期は、これまでご説明した通りです。

下期については、 E、H欄をご覧ください。
売上収益は1553億円と、＋43億円の増。
公共公益で官公庁向け大規模案件が下期に期ずれた影響40億円が太宗です。
売上総利益は+6億円増の346億円、
売上総利益率は、-0.3％です。
但し、官公庁向け大規模案件を除くと+0.1％です。
販管費は変更ございません。
営業利益は＋5億円増の170億円といたします。

年度については、F欄、I欄をご覧ください。
売上収益は、2900億円と、-50億円の減、
売上総利益は横ばいの650億円
売上総利益率は+0.4％です。
販管費は変更ございません。
営業利益は前回⾒通しから変更なく310億円といたします。



下期の売上収益⾒通しを、サービス・顧客業種別対前年でご説明します。
Ｃ欄、E欄をご覧ください。

業務ソリューションは、872億円で、+134億円です。
・産業・流通･サービスは、プラットフォーマーなどのIT投資が活発で、＋38億円です。
・⾦融は、+3億円、
・公共公益他は、上期に落札した官公庁案件等により、＋93億円です。

サービスソリューションは､478億円で＋16億円です。
・ITインフラはデジタルワークプレースソリューション等により、+5億円。
・鉄鋼は､日本製鉄のDX対応や日本製鉄グループ会社向けの増により+11億円。

日本製鉄向けは283億円で-4億円です。
⼦会社等は+8億円です。

対前回⾒通しをご説明します。I欄をご覧ください。
産業・流通サービス、⾦融は、ほぼ期初想定通りです。
公共公益他は大規模案件のプロダクト販売の下期への期ズレ40億円などがあり、+56億円
ITインフラは、プロダクト販売のマイナスを織り込み-14億円です。
鉄鋼、⼦会社はほぼ期初想定通りです。
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今年度のサービス・顧客業種別の売上収益です。

内容は、上期、下期でご説明した通りです。
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連結営業利益の対前年度分析を、ご説明いたします。

売上総利益は、
増収による売上総利益額の増が+44億円、
売上総利益率が0.1％改善し＋2億円、
なお、昨年度下期の⼀過性のコスト減と官公庁の大型案件の影響を除くと、
＋0.7％の改善です。
この結果、売上総利益は＋46億円となります。

販管費は、
DX加速投資、事業基盤強化投資などで+40億円の増です。
内訳は、
営業⼒強化で+11億円、研究開発費で+6億円、
採用・教育で+9億円、社内基盤整備他で+14億円です。

これに、その他損益の改善+5億円があり、

これらの結果､営業利益は対前年度+11億円の増益で、310億円です。
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日本製鉄対応をご説明いたします。
左のグラフは日本製鉄向け売上収益の推移です。

日本製鉄では、2021年3月に発表した中⻑期経営計画の柱の⼀つとして
デジタルトランスフォーメーション戦略の推進を掲げました。
当社は、このDX推進の中核として、その対応を着実に進めております。

取り組みの⼀例としては、
日本製鉄の統合データプラットフォーム (NS-Lib)を構築しました。
AI/IoTを含めた様々なデータの収集・蓄積、全社のデータ利活用を通して
データドリブン経営の実現をサポートしてまいります。

2023年3月期の売上収益は、前年の553億円から＋7億円増の、
560億円を⾒込んでおります。
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配当方針をご説明いたします。
配当につきましては、
連結業績に応じた利益還元を重視し、連結配当性向30%を目安としております。

上期の業績と年度の⾒通しを踏まえ、
年間配当⾦予定額を70円といたします。

中間で、35円を配当いたします。
期末配当は、35円を予定いたします。



次に、中期事業方針の進捗についてご説明させて頂きます。
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事業基盤強化投資、DX加速投資についてご説明いたします。

事業基盤強化投資では、IT環境整備、absonne等への投資を⾏っております。

DX加速投資では、DX⼈材の集中的な育成、新規ソリューション開発を⾏っております。

M&A等の投融資では、
・4月、高度な数理AI技術を持つArithmer社へ出資をいたしました。
・9月には、データ利活用における知⾒・技術を有するエスタイル社に出資しました。
当社では、DXニーズへの対応⼒を強化するとともに、
AIソリューション・サービスの開発促進をはかってまいります。

その他、
業務プロセスのデジタル化に強みを持つPega社と戦略的パートナーシップを締結しました。

また、DX加速投資や、M&A 等の成⻑投資資⾦を確保するために、
4月に開示した売却方針（予定額200億円/売却時期2022年度〜2025年度）
に沿って、政策保有株式を20億円売却しました。
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注⼒領域の進捗です。

2022年度上期の注⼒領域の売上収益は585億円で、
2021年度上期の520億円から対前年12.5％と、計画を上回るペースで
伸ばす事ができました。

デジタル製造業、プラットフォーマー支援、デジタルワークプレースソリューションで大きく伸
ばす事ができました。

2022年度の注⼒領域の売上収益は、1,265億円を⾒込んでおります。
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最後に当社のサステナビリティ経営についてご説明させて頂きます。
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最後に、当社のサステナビリティ経営について、ご説明します。

当社は本年4月、
新たに、社会的な存在意義としてのパーパスを定め、
理念体系全体（パーパス・ビジョン・バリュー）を再整理しました。

上から順に、パーパス、ビジョン、バリューと、その基礎になる企業理念です。
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サステナビリティ経営の実践にあたり、
パーパスを起点とした「価値創造プロセス」を整理し、
5つのマテリアリティ（サステナビリティ重要課題）を定めました。

10月31日に、当社のサステナビリティ経営についてまとめた統合報告書を
発⾏予定です。詳しくは、当社ホームページをご参照ください。

また、その具体的な実践として、この上期には、

環境の取組みについては、再⽣可能エネルギーの利用を促進をすべく、オフィスの電⼒を
グリーン電⼒に切り替えております。

社会の取組みについては、⼈権方針を策定いたしました。

私からの説明は、以上となります。
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